
都市計画法開発許可制度の手引新旧対照表

新 旧

第６章 許可申請手続 第６章 許可申請手続

第１節～第２節 （略） 第１節～第２節 （略）

第３節 設計者の資格 第３節 設計者の資格

法 律 （略） 法 律 （略）

規 則 （略） 規 則 （略）

〔建設省告示〕 （略） 〔建設省告示〕 （略）

本条は、１ha以上の開発行為に関する設計図書は有資格者の作成したものでなければならない旨定めたも 本条は、１ha以上の開発行為に関する設計図書は有資格者の作成したものでなければならない旨定めたも

のです。 のです。

規則第19条第１項第１号は開発区域の面積が１ha以上２０ha未満の開発行為、第２号は２０ha以上の開発 規則第19条第１項第１号は開発区域の面積が１ha以上２０ha未満の開発行為、第２号は２０ha以上の開発

行為に関する設計図書有資格者を定めています。 行為に関する設計図書有資格者を定めています。

「宅地開発に関する技術の経験」とは、宅地造成工事の設計図書の作成は宅地造成工事の設計図書の作成 「宅地開発に関する技術の経験」とは、宅地造成工事の設計図書の作成は宅地造成工事の設計図書の作成

又は宅地造成工事の管理というものであって、単なる図面のトレース、土木機械の運転は、この中に含まれ 又は宅地造成工事の管理というものであって、単なる図面のトレース、土木機械の運転は、この中に含まれ

ません。 ません。

規則第19条第１項第１号トの「宅地開発に関する技術に関する７年以上の実務の経験を含む土木、建築、 規則第19条第１項第１号トの「宅地開発に関する技術に関する７年以上の実務の経験を含む土木、建築、

都市計画又は造園に関する10年以上の実務の経験を有する者で、国土交通大臣が指定する講習を終了した者」 都市計画又は造園に関する10年以上の実務の経験を有する者で、国土交通大臣が指定する講習を終了した者」

については、平成27年7月10日現在、(一財)全国建設研修センターが登録講習機関として登録を受けていま については、平成27年7月10日現在、(一財)全国建設研修センターが登録講習機関として登録を受けていま

す。 す。

規則第19条第１項第２号の「総合的な設計」とは、開発行為全体の設計図書作成の経験をいい、道路、水 規則第19条第１項第２号の「総合的な設計」とは、開発行為全体の設計図書作成の経験をいい、道路、水

路等といった、個々の施設に関する設計図書作成の経験のみでは該当しません。 路等といった、個々の施設に関する設計図書作成の経験のみでは該当しません。

なお、許可申請等に係る開発行為が宅地造成及び特定盛土等規制法第12条第１項又は第30条第１項の許可を なお、許可申請等に係る開発行為が宅地造成及び特定盛土等規制法第12条第１項又は第30条第１項の許可を

要する規模のものであり、かつ「高さが５ｍを超える擁壁の設置」若しくは「盛土又は切土をする土地の面積 要する規模のものであり、かつ「高さが５ｍを超える擁壁の設置」若しくは「盛土又は切土をする土地の面積

が1,500㎡を超える土地における排水施設の設置」をする場合（以下、この章において「盛土規制法該当工事」 が1,500㎡を超える土地における排水施設の設置」をする場合（以下、この章において「盛土規制法該当工事」

という。）は、開発区域が１ha未満であっても、宅地造成及び特定盛土等規制法施行令第22条に規定する資格 という。）は、開発区域が１ha未満であっても、宅地造成及び特定盛土等規制法施行令第22条に規定する資格

要件を満たす者が設計図書を作成する必要があります。また、盛土規制法該当工事で開発区域が１ha以上とな 要件を満たす者が設計図書を作成する必要があります。また、盛土規制法該当工事で開発区域が１ha以上とな

る場合は、前述の都市計画法施行規則第19条に規定する資格要件も同時に満たす者が設計図書を作成する必要 る場合は、前述の都市計画法施行規則第19条に規定する資格要件も同時に満たす者が設計図書を作成する必要

があります。 があります。



都市計画法開発許可制度の手引新旧対照表

新 旧

第13章 要綱、要領等 第13章 要綱、要領等

１．開発許可申請等の手続要綱 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 133 １．開発許可申請等の手続要綱 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 132

２．開発許可等に係る事務処理要領 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 199 ２．開発許可等に係る事務処理要領 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 197

３．都市計画法の大規模開発に関する要綱 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 238 ３．都市計画法の大規模開発に関する要綱 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 234

４．工事完了検査事務処理要領 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 246 ４．工事完了検査事務処理要領 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 242

５．違反開発行為等事務処理要領 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 263 ５．違反開発行為等事務処理要領 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 259

６．福島県都市計画法第34条第11号に基づく区域指定等に係る運用方針 ・・・・・・・・・・・ 294 ６．福島県都市計画法第34条第11号に基づく区域指定等に係る運用方針 ・・・・・・・・・・・ 290

※１．開発許可申請等の手続要綱については、別紙「開発許可申請等の手続要綱新旧対照表」のとおり一部

改正あり。

※２．開発許可等に係る事務処理要領については、別紙「開発許可申請等の手続要綱新旧対照表」のとおり

一部改正あり。

※３．工事完了検査事務処理要領については、別紙「工事完了検査事務処理要領新旧対照表」のとおり一部

改正あり。



開発許可申請等の手続要綱新旧対照表

新 旧

第１条～第４条の２ （略） 第１条～第４条の２ （略）

（宅地造成及び特定盛土等規制法の許可を要する規模の開発行為を行う場合の申請） （宅地造成及び特定盛土等規制法の許可を要する規模の開発行為を行う場合の申請）

第４条の３ 法第29条第１項又は第２項の規定による開発許可の申請、若しくは法第34条の２の規定による開 第４条の３ 法第29条第１項又は第２項の規定による開発許可の申請、若しくは法第34条の２の規定による開

発行為の協議をしようとする者は、当該許可申請等に係る工事が宅地造成及び特定盛土等規制法第12条第１項 発行為の協議をしようとする者は、当該許可申請等に係る工事が宅地造成及び特定盛土等規制法第12条第１項

又は第30条第１項の許可を要する規模のものである場合は、それぞれ前二条で定める書類の他、宅地造成及び 又は第30条第１項の許可を要する規模のものである場合は、それぞれ前二条で定める書類の他、宅地造成及び

特定盛土等に関する概要書（様式２の３）を提出しなければならない。 特定盛土等に関する概要書（様式２の３）を提出しなければならない。

第５条～第25条 （略） 第５条～第25条 （略）

附 則 附 則

この要綱は、令和７年８月20日から施行する。 この要綱は、令和５年 月 日から施行す

（別表１） （略） （別表１） （略）

（別表２） （別表２）

開発許可申請添付図書一覧 開発許可申請添付図書一覧

Ａ 自己用住宅 Ａ 自己用住宅

Ｂ 自己業務用（建築物等） Ｂ 自己業務用（建築物等）

Ｃ その他の建築物等 Ｃ その他の建築物等

〈書 面〉 〈書 面〉

（※印は様式の定められているもの） （※印は様式の定められているもの）

△は１ha以上の場合に必要 △は１ha以上適用あり

添付 図書の名称 法 令 明示すべき事項 注 意 事 項 Ａ Ｂ Ｃ 添付 図書の名称 法 令 明示すべき事項 注 意 事 項 Ａ Ｂ Ｃ

順序 順序

１ 開 発 許 可 申 請 書 法‐30 ①申請者等の電話番号 ・宅地造成及び特定盛土 １ 開 発 許 可 申 請 書 法‐30 ①申請者等の電話番号 ・申請者等の電話番号を

（※） 規則‐15 を記入すること 等規制法第12条第１項 （※） 規則‐15 を記入すること 記入すること

②他の法令による許認 又は第30条第１項の許 ○ ○ ○ ②他の法令による許認 ・他の法令による許認可 ○ ○ ○

可等を要する場合に 可を要する規模の場 可等を要する場合に 等を要する場合には、

は、その手続状況を 合、「宅地造成及び特 は、その手続状況を その手続状況を記入す

記入すること 定盛土等に関する概要 記入すること ること

書」

を添付すること

（略） （略） （略） （略） （略） （ 略 ） （略） （略） （略） （略） （略） （ 略 ）

７ 設計者の資格に関 規則‐17‐1 規則‐19‐1各号の資 ・最終学校卒業証明書 △ △ △ ７ 設計者の資格を証 規則‐17‐1 法‐19‐1各号の資格 ・最終学校卒業証明書等 △ △ △

する証明書（※） ‐(4) 格要件を満たすこと ・資格を証する書類の写 注 注 注 する書類（※） ‐(4) 要件を満たすこと を添付のこと。 注 注 注



開発許可申請等の手続要綱新旧対照表

新 旧

し等を添付すること。 １ １ １ １ １ １

資金計画書（※） 規則‐15‐ 預金残高証明書、融資 ・預金残高証明書 資金計画書（※） 規則‐15‐ 預金残高証明書、融資 ・預金残高証明書

８ (4) 証明書等 ・融資証明書等 × △ ○ ８ (4) 証明書等 ・融資証明書等 × △ ○

を添付すること 注 注 注 を添付すること 注 注 注

２ ２ ２ ２ ２ ２

申請者の資力信用 法‐33‐1‐ 納税証明書（法人税又 ・登記事項証明書（法人 申請者の資力信用 法‐33‐1‐ 納税証明書（法人税又 ・申請者が法人の場合、

９ 調書（※） (12) は所得税及び事業税）、 の場合） × △ ○ ９ 調書（※） (12) は所得税及び事業税）、 法人の登記事項証明書 × △ ○

暴力団員等に該当し ・住民票の写し又は個人 注 注 注 暴力団員等に該当し を添付すること 注 注 注

いことの誓約書 番号カードの写し等 ２ ２ ２ いことの誓約書 ２ ２ ２

（個人の場合）

・納税証明書（法人税又

は所得税及び事業税）

・暴力団員当に該当しな

いことの誓約書

を添付すること。

１０ 工事施行者の行為 法‐33‐1‐ ①登記事項証明書 ・登記事項証明書 １０ 工事施行者の行為 法‐33‐1‐ ①登記事項証明書 ①登記事項証明書

能力調書（※） (13) ②建設業許可証明書又 ・建設業許可証明書又は × △ ○ 能力調書（※） (13) ②建設業許可証明書又 ②建設業許可証明書又は × △ ○

は建設業許可書の写 建設業許可書の写し 注 注 注 は建設業許可書の写 建設業許可書の写し 注 注 注

を添付すること ２ ２ ２ を添付すること ２ ２ ２

注１）添付順序７の図書については、許可申請等に係る開発行為が宅地造成及び特定盛土等規制法第12条第 注１）添付順序７の図書については、許可申請等に係る開発行為が宅地造成及び特定盛土等規制法第12条第

１項又は第30条第１項の許可を要する規模のものであり、かつ、「高さが５ｍを超える擁壁の設置」若 １項又は第30条第１項の許可を要する規模のものであり、かつ、「高さが５ｍを超える擁壁の設置」若

しくは「盛土又は切土をする土地の面積が1,500㎡を超える土地における排水施設の設置」をする場合 しくは「盛土又は切土をする土地の面積が1,500㎡をこえる土地における排水施設の設置」をする場合

は、１ha未満の場合であっても提出が必要となります。その場合、宅地造成及び特定盛土等規制法施行 は、１ha未満の場合であっても提出が必要となります。

令第22条で規定する資格要件を満たすことを証する書類が必要となります。

注２）添付順序８～10の図書については、許可申請等に係る開発行為が宅地造成及び特定盛土等規制法第

注２）添付順序８～10の図書については、許可申請等に係る開発行為が宅地造成及び特定盛土等規制法第 12条第１項又は第30条第１項の許可を要する規模のものである場合は、Ａ又はＢ（１ha未満）の場合で

12条第１項又は第30条第１項の許可を要する規模のものである場合は、Ａ又はＢ（１ha未満）の場合で あっても提出が必要となります。

あっても提出が必要となります。

〈図面等〉 （略）

〈図面等〉 （略）



開発許可申請等の手続要綱新旧対照表

新 旧

開発許可等に係る様式一覧 開発許可等に係る様式一覧

様式１～様式２の２ （略） 様式１～様式２の２ （略）

様式２の３ 〃 ２の３ （新設）

様式３～様式９ （略） 様式３～様式９ （略）



開発許可申請等の手続要綱新旧対照表

新 旧

様式10（裏面）～設計説明書記載例 （略） 様式10（裏面）～設計説明書記載例 （略）



開発許可申請等の手続要綱新旧対照表

新 旧

様式12～様式33 （略） 様式12～様式33 （略）



開発許可等に係る事務処理要領新旧対照表

新 旧

第１ １．～14． （略） 第１ １．～14． （略）

第２ １．～５． （略） 第２ １．～５． （略）

附 則 附 則

この要領は、令和７年８月20日から施行する。 この要領は、令和７年 月 日から施行する

（別表） （略） （別表） （略）

様式１～様式４の２ （略） 様式１～様式４の２ （略）



開発許可等に係る事務処理要領新旧対照表

新 旧



開発許可等に係る事務処理要領新旧対照表

新 旧

様式６～様式７（略） 様式６～様式７（略）



開発許可等に係る事務処理要領新旧対照表

新 旧

（新設）



開発許可等に係る事務処理要領新旧対照表

新 旧

（様式７の２続き）

（新設）



開発許可等に係る事務処理要領新旧対照表

新 旧

（別記様式） （略） （別記様式） （略）

様式８～様式18 （略） 様式８～様式18 （略）



別表

工事完了検査事務処理要領新旧対照表

新 旧

第１条～第10条 （略） 第１条～第10条 （略）

附 則 附 則

この要領は、令和７年８月20日から施行する。 この要領は、令和７年 月 日から施行する。

別表 別表

工 事 検 査 の 方 法 工 事 検 査 の 方 法

方 法 方 法

完了検査の実施に当っては、施行区域の安全及び機能に重大な影響を及ぼすものを主体に適宜測定する。 完了検査の実施に当っては、施行区域の安全及び機能に重大な影響を及ぼすものを主体に適宜測定する。

なお、この工事検定の方法に含まれないものについては、県土木部の検査の方法を準用して行うものとする。 なお、この工事検定の方法に含まれないものについては、県土木部の検査の方法を準用して行うものとする。

測定の結果、設計図書と相違する箇所が発見された場合は、工事手直指示書により手直工事を命ずる。 測定の結果、設計図書と相違する箇所が発見された場合は、工事手直指示書により手直工事を命ずる。

ただし、敷地の機能、維持上支障をきたさないと認められる軽微なものについては、検査員の判定により指示事 ただし、敷地の機能、維持上支障をきたさないと認められる軽微なものについては、検査員の判定により指示事

項とする。 項とする。

基礎工事等工事の進捗により、明視できない工事部分については別表「工事写真の整備について」に従い、写真 基礎工事等工事の進捗により、明視できない工事部分については別表「工事写真の整備について」に従い、写真

の整備をしておくこと。 の整備をしておくこと。

石積（張）、ブロック積（張）工 石積（張）、ブロック積（張）工

法 長 原則としては法長変化点で主として根入長を測定する。根入深さの許容範囲は－５㎝以内とする。 法 長 原則としては法長変化点で主として根入長を測定する。根入深さの許容範囲は－５㎝以内とする。

石積天端部の高さが設計書と相違して宅地の機能、維持に支障をきたす場合は改造を命ずる。 石積天端部の高さが設計書と相違して宅地の機能、維持に支障をきたす場合は改造を命ずる。

法勾配 適宜測定し許容範囲に－0.5分以内とし、＋緩は検査員の判定による。 法勾配 適宜測定し許容範囲に－0.5分以内とし、＋緩は検査員の判定による。

胴、裏コンクリート １ヶ／300㎡で測定し、許容範囲は－２㎝とする。 胴、裏コンクリート １ヶ／300㎡で測定し、許容範囲は－２㎝とする。

裏込礫 適宜測定し検査員の判定による。 裏込礫 適宜測定し検査員の判定による。

水抜穴 適宜測定し検査員の判定による。 水抜穴 適宜測定し検査員の判定による。

擁壁コンクリート 擁壁コンクリート

法 長 原則として法長変化点で主として根入長を測定する。根入深さの許容範囲は、－５㎝以内とし、擁 法 長 原則として法長変化点で主として根入長を測定する。根入深さの許容範囲は、－５㎝以内とし、擁

壁の高さが設計書と相違して宅地の機能維持に支障をきたす場合は改造を命ずる。 壁の高さが設計書と相違して宅地の機能維持に支障をきたす場合は改造を命ずる。

法勾配 適宜測定し、許容範囲は－0.5分以内とし、＋緩は検査員の判定による。 法勾配 適宜測定し、許容範囲は－0.5分以内とし、＋緩は検査員の判定による。

天端幅、敷幅 適宜測定し、許容範囲は天端幅で±２㎝、敷幅で±２㎝以内とする。 天端幅、敷幅 適宜測定し、許容範囲は天端幅で±２㎝、敷幅で±２㎝以内とする。

盛 土 盛 土

地山の排水処理 地山の排水処理

締め固め、段切り等の施工を適宜検査する。 締め固め、段切り等の施工を適宜検査する。

その他 宅地造成及び特定盛土等規制法第15条第２項又は第34条第２項の規定に基づき、同法第12条第１ その他 宅地造成及び特定盛土等規制法第15条第２項又は第34条第２項の規定に基づき、同法第12条第１

項又は第30条第１項の許可があったものとみなされる場合は、以下の点についても検査する。 項又は第30条第１項の許可があったものとみなされる場合は、以下の点についても検査する。

①盛土又は切土の直高、法勾配、面積について、許可の内容に適合していること。 ①盛土又は切土の直高、法勾配、面積について、許可の内容に適合していること。

②小段幅を１箇所／40mで測定し、許容範囲は-10cmとする。 ②小段幅を１箇所／40mで測定し、許容範囲は-10cmとする。

③雨水等の排水処理施設が、適切な配置、構造で適切に施工されていること。 ③雨水等の排水処理施設が、適切な配置、構造で適切に施工されていること。



工事完了検査事務処理要領新旧対照表

新 旧

④締め固め、段切り等の施工が盛土等防災マニュアルの基準に適合していることを適宜工事写真や ④締め固め、段切り等の施工が盛土等防災マニュアルの基準に適合していることを適宜工事写真や

資料等にて検査する。 資料等にて検査する。

道 路 道 路

砂利敷 最低２ヶ所程度とし許容範囲は敷砂利の厚さの－３㎝以内とし、転圧は検査員の判定による。 砂利敷 最低２ヶ所程度とし許容範囲は敷砂利の厚さの－３㎝以内とし、転圧は検査員の判定による。

防塵処理及び表面処理舗装 十分転圧してあり、浮石がなく、処理財が一様に散布しているか観察する。 防塵処理及び表面処理舗装 十分転圧してあり、浮石がなく、処理財が一様に散布しているか観察する。

簡易舗装 アスファルト舗装 簡易舗装 アスファルト舗装

路盤工は最低２ヶ所以上を測定し、許容範囲は厚さの－10％以内とする。 路盤工は最低２ヶ所以上を測定し、許容範囲は厚さの－10％以内とする。

表層工は最低２ヶ所以上を測定し、許容範囲は厚さの－10％以内とする。 表層工は最低２ヶ所以上を測定し、許容範囲は厚さの－10％以内とする。

平たん性は適宜観察し、路面排水に支障がある場合は改造を命ずる。 平たん性は適宜観察し、路面排水に支障がある場合は改造を命ずる。

幅 員 適宜測定し、許容範囲は－2.5㎝ 幅 員 適宜測定し、許容範囲は－2.5㎝


